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　今回の調査では、市の歳入の根幹である市
税について、あらためて最新の動向を確認す
ることができた。
　今年度、個人住民税では森林環境税や定額
減税等の税制改正に対応し、固定資産税・都
市計画税では3年に1回の固定資産評価額の
評価替えを行った。
　市税の徴収では、市民の利便性の向上のた
め、口座振替やコンビニエンスストア、スマー
トフォン決済アプリでの納付を可能にする等
の工夫が伺えた。
　また、未納者に対しては、督促状・催告書
の送付や納税コールセンターによる電話催告
で納税の働きかけをしている。
　それでも納税されない場合には、納税者の
生活状況を見極めながら、滞納処分を行う。
市外に転出した滞納者についても、市内在住
者と同様に財産調査を行い、滞納処分を行う。
税負担の公平性の観点から、滞納者に対して
は引き続き、法令に基づく適切な対処を求める。

　なお、財産差押の実績は、換価しやすい給
与と預貯金が多く、不動産や物品は少ないが、
多様な手段の確保に向けて更なる研究に努め
てほしい。
　最後に、5年度における市税（国民健康保
険税を除く。）納税率の県内での当市の順位
は、63市町村中18位であり、春日部県税事
務所管内（さいたま市岩槻区を除く。）では
7市町中1位とのことである（所管事務調査
時点での暫定値）。春日部県税事務所管内で
の納税率が1位であるということは誇れるこ
とであるが、更に県内上位を目指してほしい。

総務常任委員会市税の適正な課税と徴収を
～市民が安心して暮らせる地域社会のために～

　佐渡市は、電力自
給問題解決のため、
エネルギーの地産地
消、自立したエネル
ギーシステムの構築
を推進している。具体的には、公共施設、県・
市遊休地、耕作放棄地等への太陽光パネル発電
施設の設置、木質バイオマス発電施設の新設、
分散型の再エネ電力供給網の整備・エネルギー
マネジメントシステムによる市の一元管理など
である。財政削減効果は10～20％を見込んで
おり、二酸化炭素は、2030年に2013年比
46％減、2050年に実質排出量ゼロを目標とし
ている。

　長岡市は、2050年カーボンニュートラルの
実現を目指して、2030年度までに取り組むエ
ネルギー政策の基本方針及び具体的なプロジェ
クトをまとめた「長岡市カーボンニュートラル
チャレンジ戦略2050」を策定し、徹底した省
エネ対策の推進、再生可能エネルギーの日常的
な利用、地域資源の循環促進を掲げ、二酸化炭
素の削減を推進している。また、生ごみバイオ
ガス発電センターを平成25年に稼働し、1日当
たり65ｔの生ごみを受け
入れ、生ごみ1ｔ当たり
約150㎥のメタンガスを
発生させ、バイオガス発
電等に活用している。

文教厚生常任委員会佐渡市、長岡市の
ゼロカーボン推進に向けた取組を視察

７月16日 市総務部税務課

７月29日 新潟県佐渡市
７月30日　新潟県長岡市

委員会活動報告

　株式会社廣瀬行政研究所の担当弁護士であ
る太田雅幸氏を講師に迎え、「議員ハラスメン
ト防止について」をテーマに講演が行われま
した。
　近年、新聞やテレビなどで取り上げられる
ことが多いパワーハラスメントについて、労
働施策総合推進法に規定されている定義、議
員と職員や議員同士の関係から生じる優越的
関係を背景とした事例、裁判での判例などわ
かりやすく説明していただきました。セク
シュアルハラスメントに関しては、政治分野
における女性の割合が低いこと等から、平成
30年に「政治分野における男女共同参画の
推進に関する法律」が制定されました。実態
調査の結果から議員活動等の中でハラスメン
トが発生していることが女性の政治参画への
障壁の1つとなっていることなどがわかり、
セクハラ、マタハラ、パタハラを防止する等
のため、国・自治体に、研修や相談体制の整

備その他の施策を講ずることが義務付けられ、
また、政治参画と家庭生活の両立のための環
境整備を行うことを目的とした法改正が令和
3年に行われました。
　市議会としましても、政治分野における男
女共同参画の推進のため、環境整備やハラス
メントへの対応など多岐にわたる課題に対し
て積極的に取り組まなければならないと再認
識した研修でした。

７月24日
三郷市

　鶴ヶ島市にある
埼玉県農業大学校
跡地において埼玉
県が進めている
「SAITAMAロボ
ティクスセンター
（仮称）」の整備手
法について説明を受けた。
　県は、平成29年度、30年度に鶴ヶ島ＪＣ
Ｔ周辺の13市町（川越市、飯能市、東松山
市、狭山市、入間市、坂戸市、鶴ヶ島市、日
高市、毛呂山町、越生町、川島町、吉見町、
鳩山町）を対象区域とする埼玉県鶴ヶ島ジャ
ンクション周辺地域基本計画及び基本方針を
策定した。目指す方向性を、「オープンイノ
ベーションによる超スマート社会の実現と経
済の好循環」とし、農大跡地に近接する周辺
地域にドローンや自動運転、ロボットなどの
研究開発を支援する近未来技術実証フィール
ドとオープンイノベーションを促進する拠点

となる施設の整備が明記された。これらの施
設の総称を「SAITAMAロボティクスセン
ター（仮称）」としている。また、センターを
拠点にロボット開発に関わる多様な主体が集
まり、協働して社会的課題解決に資するロ
ボットの開発及び社会実装を促進し、県内産
業の振興と経済的発展を図ることを目的とし
て埼玉県ロボティクスネットワークを設立し
た。さらに、農大跡地約39.2haを土地区画
整理事業により成長産業を集積するための産
業用地を整備し、平成30年度に北側の13.6ha
を1社、令和4年度に南側の4区画10.1haを4
社に分譲するなど民間企業が進出した。
　交通利便性の高い鶴ヶ島市の農大跡地周辺
地域を整備し、集積する取組は、先端産業の
一大拠点になる可能性を秘めたプロジェクト
である。市には、耕作放棄地や低未利用地が
存在しており、それらの土地利用は喫緊の課
題である。地域の発展のためにも多様な視点
からの検討を求める。

産業建設常任委員会SAITAMAロボティクスセンター（仮称）に期待
～県庁を訪ねて～

県４区議長会議員研修会
～議員ハラスメント防止について～

「見たこと・聞いたこと、
　そして考えたこと」

７月23日 埼玉県庁

講演する太田雅幸氏

　当委員会では、今後の当市におけるゼロカーボンの取組の推進に当たっては、特に市民の関心と
理解、協力をどう得ていくのかが重要と考える。また、次代を担う子ども達への環境教育に力を入
れることも大切である。地球温暖化という待ったなしの課題に対して、市民の利益と福祉を最優先
に考えながら、太陽光パネルの公共施設への設置・運用を始め、ゼロカーボンに向けた今後の市の
取組について、注視していきたい。
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